
 
 

要旨 

本研究事業は、1 県を対象として住民のサービス利用状況・アウトカム・医療費・介護費

のデータを収集するとともに、県内の医療・介護資源とそれらのネットワークの現況、サ

ービス利用や療養場所の移行の関連要因等に関するヒアリングや質問紙調査等を行う。こ

れにより、地域の医療・介護連携が地域住民のアウトカムに与える影響を把握するととも

に、当該県における効果的・効率的な医療・介護サービス提供や連携体制の構築に対する

提言を行うことを目指す。後者に関しては、レセプトデータ等の行政が保有する大規模デ

ータの活用についての機運が高まる中、各自治体が各種計画立案等にどのようにこうした

データ等を活用していけばよいかに関する示唆を得ることを目標とする。 

初年度である今年度は、医療・介護保険それぞれのレセプトデータを用い、サービス利

用の概略を把握するとともに、データの特徴を把握して今後の分析に向けた示唆を得るこ

とを目的とした。また、一部の自治体に対するヒアリングと住民に対する質問紙調査によ

り、サービス利用や療養場所の移行についての本県の特徴を把握することを目指した。 

まず、医療レセプトデータから、福井県の医療サービスの利用状況を概観するとともに、

本研究のデータの特徴を確認した。月当たりの入院医療費と入院日数のピークは必ずしも

一致しておらず、65 歳前後は入院日数がさほど多くないが医療費が高くなっていた。疾患

別では、レセプト件数が多く、入院日数が長いのは精神疾患、入院医療費が高額なのは新

生物や循環器であり、一般的な医療ニーズの発生状況と一致する結果と考えられた。一方

で、年齢別の分布からは、介護保険レセプトや後期高齢者医療制度との突合を行う必要が

改めて確認された。 

また、居住地によるサービスの利用範囲を把握することにより、医療ニーズの発生状況

とサービス利用における地域特性を把握した。疾患により自市町内や二次医療圏内での受

診・入院の割合が異なること、また、市町によって他の市町や二次医療圏への受診の割合

が異なることが確認され、地域の資源の配置状況に応じた地域医療連携体制の構築が必要

であること、疾患の特性を考慮した連携体制が必要であることが改めて確認された。 

次いで、介護保険レセプトデータから、福井県の介護保険サービスの種類別利用状況の

月次変化を把握するとともに、市町によるサービスの利用状況の相違を確認した。市町に

より、利用されるサービスの種類が異なっており、サービス資源の配置やサービスに対す

る住民の利用意向等について併せて検討する必要性が改めて確認された。合わせて、サー

ビス利用と要介護度の悪化との関連について試算し、サービス利用がアウトカムに与える

影響の把握方法について検討した。 

さらに、福井県内の市町の基礎情報および保健医療に関する状況を整理し、複数の市町

に対してはヒアリングを行って連携体制に対する情報を得た。 

加えて、療養場所の移行に関する住民の意向を把握する一環として、福井県内の１市の



 
 

中年期住民を対象として、将来生活に手助けが必要になった際の居住場所についての意向

に関する質問紙調査を行った。その結果、約半数の住民が現在の居住場所から移動する意

向を持っており、中でも外出に手助けが必要になった段階で居住場所を移動するとの回答

が 4 分の 1 を占めること、移動先の多くは介護保険施設等であることが明らかとなった。

療養場所の移動に関するニーズの高さを踏まえた施策の必要性が示されるとともに、療養

場所や在宅ケア資源に関する情報提供の重要性が示唆された。 

次年度は、医療・介護保険レセプトについて、より詳細で、かつ両者を突合したデータ

が得られることから、医療・介護あるいは施設・在宅サービス間の円滑な移行とアウトカ

ムとの関連についての検討を進めるとともに、ヒアリング等の結果と合わせて、地域特性

に応じた連携体制に関する提言を行っていく。 

 

 

 


